
現
下
の
厳
し
い
経
済
状
況
及
び
雇
用
情
勢
に
対
応
し
て
税
制
の
整
備
を
図
る
た
め
の
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

参

議

院

財

政

金

融

委

員

会

平
成
二
十
三
年
六
月
二
十
一
日

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

一

東
日
本
大
震
災
に
よ
っ
て
、
依
然
厳
し
い
状
況
に
あ
る
被
災
地
域
の
実
情
を
十
分
踏
ま
え
、
被
災
し
た
納
税
者
向
け
の
相

談
体
制
の
充
実
や
広
報
の
徹
底
等
を
図
る
と
と
も
に
、
申
告
・
納
付
等
の
期
限
の
延
長
な
ど
国
税
に
関
す
る
手
続
の
ほ
か
、

震
災
に
係
る
税
制
の
特
例
の
円
滑
な
実
施
等
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
、
特
段
の
配
慮
を
払
う
こ
と
。

一

申
告
件
数
の
増
加
、
滞
納
状
況
の
推
移
、
経
済
取
引
の
国
際
化
・
広
域
化
・
高
度
情
報
化
に
よ
る
調
査
・
徴
収
事
務
等
の

複
雑
化
に
加
え
、
今
般
の
東
日
本
大
震
災
へ
の
対
応
な
ど
事
務
量
の
増
大
に
鑑
み
、
今
後
と
も
国
税
職
員
の
定
員
の
確
保
、

高
度
な
専
門
知
識
を
要
す
る
職
務
に
従
事
す
る
国
税
職
員
の
処
遇
の
改
善
、
機
構
の
充
実
及
び
職
場
環
境
の
整
備
に
特
段
の

努
力
を
払
う
こ
と
。

一

今
般
の
租
税
罰
則
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
国
税
に
関
す
る
国
民
の
利
益
の
保
護
が
適
切
に
図
ら
れ
る
よ
う
、
そ
の
運
用

に
配
慮
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


